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金融機能強化法の本則に基づき資本参加を行った金融機関における 

「経営強化計画の履行状況（平成 30 年 9 月期）」の概要 

（注）山梨県民信用組合、ぐんまみらい信用組合、東京厚生信用組合、横浜幸銀信用組合、

釧路信用組合及び滋賀県信用組合は全国信用協同組合連合会からの信託受益権の買取

り、北都銀行はフィデアホールディングス（持株会社）が発行する優先株式の引受け

により、それぞれ資本参加。 

金融機関名 
資本参加 

時 期 金 額 

本則（平成 20 年改正法）に基づき資本参加を行った金融機関 

福邦銀行 
２１年 ３月３１日 

６０億円 

南日本銀行 １５０億円 

みちのく銀行 

２１年 ９月３０日 

２００億円 

第三銀行 ３００億円 

山梨県民信用組合 ４５０億円 

東和銀行 
２１年１２月２８日 

３５０億円 

高知銀行 １５０億円 

北都銀行 
２２年 ３月３１日 

１００億円 

宮崎太陽銀行 １３０億円 

ぐんまみらい信用組合 ２４年１２月２８日 ２５０億円 

豊和銀行 

２６年 ３月３１日 

１６０億円 

東京厚生信用組合 ５０億円 

横浜幸銀信用組合 １９０億円 

釧路信用組合 
２６年１２月１２日 

８０億円 

滋賀県信用組合 ９０億円 

全国信用協同組合連合会 ２７年１２月２２日 １０６億円 

全国信用協同組合連合会 ２８年１２月２７日 ６２．４億円 

全国信用協同組合連合会 ２９年１２月２２日 １００億円 
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計 画 実 績

5 2 1 ▲ 1 ▲ 0

資金利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を下回った。

36 13 12 ▲ 11 ▲ 0

資金利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を下回った。

59 25 19 ▲ 21 ▲ 6

資金利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を下回った。

50 30 28 ＋ 6 ▲ 2

資金利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を下回った。

105 29 39 ▲ 25 ＋ 10

資金利益が有価証券利息配当金の増加等により計画を上回った
こと等から、コア業務純益は計画を上回った。

24 9 7 ▲ 9 ▲ 1

資金利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を下回った。

24 8 11 ▲ 0 ＋ 3

資金利益が有価証券利息配当金の増加により計画を上回ったこ
と等から、コア業務純益は計画を上回った。

18 4 5 ▲ 7 ＋ 1

資金利益が貸出金利息の増加により計画を上回ったことから、
コア業務純益は計画を上回った。

28 15 6 ▲ 15 ▲ 8

資金利益が貸出金利息の減少等により計画を下回ったこと等か
ら、コア業務純益は計画を下回った。

注）「始期比」は、30年9月期（半期）の実績を2倍にし、「計画始期の水準」（通期）と比較

金融機能強化法(平成20年改正法)に基づく経営強化計画
平成30年9月期の履行状況の概要

１．経営改善の目標

１）コア業務純益

(単位：億円)

計画始期
の水準

30年9月期

始期比 計画比

東　　和

高　　知

北　　都

宮崎太陽

豊　　和

コメント
（実績と計画の比較）

福　　邦

南日本

みちのく

第　　三
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計 画 実 績

77.21 72.95 78.28 ＋ 1.07 ＋ 5.33

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったものの、業務
粗利益が資金利益の減少等により計画を下回ったことから、
OHRは計画を上回った。

57.67 65.73 67.76 ＋ 10.09 ＋ 2.03

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったものの、業務
粗利益が資金利益の減少等により計画を下回ったことから、
OHRは計画を上回った。

71.96 73.85 71.61 ▲ 0.35 ▲ 2.24

経費（機械化関連費用を除く）は計画を上回ったものの、業務
粗利益が国債等関係損益の増加により計画を上回ったことか
ら、OHRは計画を下回った。

65.13 64.24 63.82 ▲ 1.31 ▲ 0.42

業務粗利益が資金利益の減少等により計画を下回ったものの、
経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったことから、
OHRは計画を下回った。

53.49 70.46 64.32 ＋ 10.83 ▲ 6.14

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったことや、業務
粗利益が資金利益の増加等により計画を上回ったことから、
OHRは計画を下回った。

73.00 71.83 73.35 ＋ 0.35 ＋ 1.52

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったものの、業務
粗利益が資金利益の減少等により計画を下回ったことから、
OHRは計画を上回った。

74.82 76.37 72.06 ▲ 2.76 ▲ 4.31

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったことや、業務
粗利益が資金利益の増加により計画を上回ったことから、OHR
は計画を下回った。

66.26 73.03 71.77 ＋ 5.51 ▲ 1.26

経費（機械化関連費用を除く）が次期システム移行に伴い計画
を上回ったものの、業務粗利益が資金利益の増加により計画を
上回ったことから、OHRは計画を下回った。

53.02 55.42 67.23 ＋ 14.21 ＋ 11.81

経費（機械化関連費用を除く）が計画を下回ったものの、業務
粗利益が資金利益の減少等により計画を下回ったことから、
OHRは計画を上回った。

計画始期
の水準

30年9月期

始期比 計画比
コメント

（実績と計画の比較）

２） 業務粗利益経費率 （ＯＨＲ)

(単位：％)

福　　邦

南日本

みちのく

第　　三

東　　和

高　　知

北　　都

宮崎太陽

豊　　和
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計 画 実 績

残高 1,491 1,515 1,556 ＋ 65 ＋ 41

比率 33.20 33.39 33.03 ▲ 0.17 ▲ 0.36

残高 3,260 3,304 3,361 ＋ 101 ＋ 57

比率 41.84 41.77 41.70 ▲ 0.14 ▲ 0.07

残高 5,106 5,145 5,223 ＋ 117 ＋ 78

比率 24.10 23.59 23.97 ▲ 0.13 ＋ 0.38

残高 6,374 6,384 6,384 ＋ 10 ＋ 0

比率 31.42 31.45 31.52 ＋ 0.10 ＋ 0.07

残高 1,755 1,755 1,718 ▲ 37 ▲ 37

比率 40.84 40.79 39.89 ▲ 0.95 ▲ 0.90

残高 7,120 7,210 7,263 ＋ 143 ＋ 53

比率 30.59 30.98 31.03 ＋ 0.44 ＋ 0.05

残高 3,956 3,958 3,960 ＋ 4 ＋ 2

比率 35.84 36.20 36.73 ＋ 0.89 ＋ 0.53

残高 2,902 2,914 2,927 ＋ 25 ＋ 13

比率 21.64 21.65 21.21 ▲ 0.43 ▲ 0.44

残高 2,529 2,532 2,553 ＋ 24 ＋ 21

比率 36.91 36.49 36.83 ▲ 0.07 ＋ 0.34

残高 1,033 1,049 1,047 ＋ 13 ▲ 1

比率 29.65 30.33 29.49 ▲ 0.16 ▲ 0.84

残高 2,294 2,540 2,439 ＋ 145 ▲ 101

比率 40.99 43.70 41.60 ＋ 0.61 ▲ 2.10

残高 223 236 259 ＋ 36 ＋ 22

比率 37.45 39.17 42.63 ＋ 5.18 ＋ 3.46

残高 1,932 2,448 3,119 ＋ 1,186 ＋ 671

比率 56.73 59.23 63.87 ＋ 7.14 ＋ 4.64

残高 324 328 324 ＋ 0 ▲ 3

比率 35.32 35.92 34.72 ▲ 0.60 ▲ 1.20

残高 411 421 474 ＋ 62 ＋ 53

比率 30.86 31.58 32.20 ＋ 1.34 ＋ 0.62

２．中小企業金融の円滑化の目標

１） 中小企業向け貸出残高・比率

(単位：億円、％)

計画始期
の水準

30年9月期

始期比 計画比
コメント

（実績と計画の比較）

福　　邦

事業性評価に基づく融資や課題解決型提案営業等に取り組んだ
ことから、貸出残高は計画を上回ったものの、総資産が同残高
以上に増加したことから、貸出比率は計画を下回った。

南日本

顧客の事業性の把握及び理解に基づく貸出を中心に、地元への
融資に積極的に取り組んだことから、貸出残高は計画を上回っ
たものの、総資産が同残高以上に増加したことから、貸出比率
は計画を下回った。

みちのく

Keyman活用による法人営業活動強化やミドルリスク層へのアプ
ローチ強化に取り組んだことから、貸出残高・比率ともに計画
を上回った。

第　　三

リレーションシート等を活用した事業性評価に基づく融資やリ
レーション強化とソリューション提供を通じて地元三重県・愛
知県の貸出金の増強に取り組んだことから、貸出残高・比率と
もに計画を上回った。

東　　和

「TOWAお客様応援活動」を通じた本業支援に積極的に取り組ん
だことから、貸出残高・比率ともに計画を上回った。

山梨県民
（信用組合）

本部の取組方針を明確にするなどにより、貸出金の増強に取り
組んだものの、金融機関同士の競争が続いていることや大口貸
出先等に対する追加融資の抑制等の影響により、貸出残高・比
率ともに計画を下回った。

高　　知

医療・福祉分野等の成長分野に対する一層のリレーション強化
などによって、取引先の資金需要や各種相談にきめ細かく取り
組んだことから、貸出残高・比率ともに計画を上回った。

北　　都

再生可能エネルギー向け融資に加え、一万先訪問活動により顧
客接点が拡大したことから、貸出残高は計画を上回ったもの
の、総資産が同残高以上に増加したことから、貸出比率は計画
を下回った。

宮崎太陽

事業内容や成長可能性等を適切に評価する事業性評価により、
取引先の資金ニーズへの対応に取り組んだことから、貸出残
高・比率ともに計画を上回った。

豊　　和

取引先の資金ニーズの掘り起しや経営改善支援活動に伴う資金
供給に取り組んだものの、営業力が不十分であったこと等によ
り、貸出残高・比率ともに計画を下回った。

ぐんまみらい
（信用組合）

中小規模事業者等へのプロパー貸出を主体として取り組んでき
たものの、案件の掘り起こしが不十分で伸ばせなかったことや
地方公共団体貸付残高の大幅な伸びなどにより、貸出残高・比
率ともに計画を下回った。

東京厚生
（信用組合）

営業推進本部を軸とする営業推進体制・営業店サポート体制等
の強化や店舗別推進体制の再構築と各店の特性に合った業務運
営等の諸施策の効果等により、貸出残高・比率ともに計画を上
回った。

横浜幸銀
（信用組合）

営業本部及び営業店において、取引先への訪問頻度を増やしメ
イン化を図るとともに、その人縁・地縁を活かした新規顧客の
開拓を行ったことから、貸出残高・比率ともに計画を上回っ
た。

釧路
（信用組合）

データベースを活用した融資推進対象先への訪問営業活動の強
化、理事長・役員によるトップセールスの強化等に取り組んだ
ものの、貸出金償却等の影響により貸出残高・比率ともに計画
を下回った。

滋賀県
（信用組合）

融資推進店舗を選定し、外部人材を含めた人員を重点的に配置
し、事業性融資先の開拓等を行ったことから、貸出残高・比率
ともに計画を上回った。
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計 画 実 績

9.11 9.19 10.89 ＋ 1.78 ＋ 1.70

マッチング情報を切り口とした提案型営業、外部支援機関との
連携による経営相談支援や、ライフステージに応じた取引先支
援に積極的に取り組んだことから、計画を上回った。

1.53 1.84 2.03 ＋ 0.50 ＋ 0.19

取引先企業の抱える課題等を把握した上で、本部・営業店が連
携して経営に関するアドバイス等を行う経営相談支援や、中小
企業再生支援協議会等の外部機関との連携等による事業再生支
援等に積極的に取り組んだことから、計画を上回った。

7.05 7.17 10.04 ＋ 2.99 ＋ 2.87

自治体や各種支援機関との連携や、コンサルティングメニュー
の拡充、プロダクトサービスの強化に積極的に取り組んだこと
から、計画を上回った。

4.98 5.94 6.79 ＋ 1.81 ＋ 0.85

本部・営業店が一体となって経営改善計画の策定支援やソ
リューション提案等の経営相談支援のほか、提携先を活用し多
様な事業承継ニーズに対するソリューション提案などの事業承
継支援に取り組んだことから、計画を上回った。

6.74 6.86 7.52 ＋ 0.78 ＋ 0.66

総合相談センターを中心とした成長分野への貸出推進に向けた
取組や担保又は保証に過度に依存しない融資の促進等への取組
のほか、外部機関・外部専門家との連携により、経営改善支援
等に積極的に取り組んだことから、計画を上回った。

27.91 27.51 28.68 ＋ 0.77 ＋ 1.17

原則、無担保でスピーディな対応が可能な「BIZ－クイック」
などを取り扱うとともに、ABL等の積極的な活用により担保・
保証に過度に依存しない融資の促進に取り組んだことから、計
画を上回った。

4.73 4.78 6.94 ＋ 2.21 ＋ 2.16

「営業サポート情報システム」によるビジネスマッチングや、
商談会支援のほか、ＡＢＬ手法等を活用した担保・保証に過度
に依存しない融資等に積極的に取り組んだことから、計画を上
回った。

14.82 14.83 15.31 ＋ 0.49 ＋ 0.48

女性及び若者、シニア層、移住者の方に焦点を当てた取組み実
施により創業・新事業開拓支援先数が増加したことから、計画
を上回った。

0.71 0.84 1.31 ＋ 0.60 ＋ 0.47

事業性評価による担保・保証に過度に依存しない融資等や、外
部機関との連携による創業・新事業開拓支援に積極的に取り組
んだことから、計画を上回った。

26.54 28.27 38.74 ＋ 12.20 ＋ 10.47

支援先の経営課題の分析・把握等について外部専門家と連携・
協力したほか、特別経営支援資金等の推奨により担保又は保証
に過度に依存しない融資に取り組んだことから、計画を上回っ
た。

7.23 7.82 9.35 ＋ 2.12 ＋ 1.53

外部専門家と連携した経営改善計画の策定支援など取引先の経
営相談支援や、担保・保証に過度に依存しない融資を推進した
ことから、計画を上回った。

13.26 13.26 14.86 ＋ 1.60 ＋ 1.60

事業支援室が主体となり、支援先の経営課題の把握・分析、経
営改善の取組みにかかる企画立案、経営改善計画の策定支援な
どについて、外部の専門家等の協力を得て取り組んだことか
ら、計画を上回った。

7.82 13.99 17.28 ＋ 9.46 ＋ 3.29

経営支援部が主体となって、経営改善計画の策定やモニタリン
グ指導、テナントの紹介や外部専門家と連携した経営改善への
取組みなど、支援先の実態に即した取組を行ったことから、計
画を上回った。

3.19 3.48 4.01 ＋ 0.82 ＋ 0.53

経営改善支援先を指定し、中小企業再生支援協議会等と連携し
た事業再生に取り組んだほか、取引先の売掛債権を弁済原資と
するローンの活用など担保・保証に過度に依存しない融資推進
に積極的に取り組んだことから、計画を上回った。

36.06 36.62 40.06 ＋ 4.00 ＋ 3.44

事業再生の専担組織による支援先の経営分析・把握、中小企業
再生支援協議会等の外部機関との連携による事業再生支援な
ど、本部と営業店が連携して取り組んだことから、計画を上
回った。

コメント
（実績と計画の比較）

高　　知

北　　都

宮崎太陽

２） 経営改善支援先割合

(単位：％)

計画始期
の水準

30年9月期

始期比 計画比

福　　邦

南日本

みちのく

第　　三

東　　和

山梨県民
（信用組合）

豊　　和

ぐんまみらい
（信用組合）

東京厚生
（信用組合）

横浜幸銀
（信用組合）

釧路
（信用組合）

滋賀県
（信用組合）
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残高 ＋ 3,632

比率 ＋ 9.12

＋ 8.07

特定信用組合において、創業支援や新事業の開拓支援のほか、事業
再生が必要となった取引先に対し、中小企業再生支援協議会等の外
部機関と連携し事業再生支援などに取り組んだことから、計画始期
を上回った。

全国信用協同組合
連合会

6.30 14.37

※全国信用協同組合連合会の数値は、資本支援を行った11信用組合の合算値

※全国信用協同組合連合会の数値は、資本支援を行った11信用組合の合算値

２） 経営改善支援先割合

(単位：％)

計画始期の水準

30年9月期

実 績

始期比
コメント

（実績と計画の比較）
実 績

全国信用協同
組合連合会

4,975 8,607
特定信用組合（資本支援を行った11信用組合）において、既存先の
資金ニーズの発掘、新規事業先の開拓、融資提案型営業の推進又は
成長分野への融資推進等、地域金融の円滑化に積極的に取り組んだ
ことから、貸出残高・比率ともに計画始期を上回った。36.07 45.19

計画始期の水準

30年9月期

始期比
コメント

（実績と計画の比較）

金融機能強化法(平成20年改正法)に基づく協同組織金融機能強化方針
平成30年9月期の実施状況の概要

１．中小企業金融の円滑化の目標

１） 中小規模事業者等向け貸出の残高及び比率

(単位：億円、％)
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金融機能強化法の震災特例に基づき資本参加を行った金融機関における

「経営強化計画の履行状況（平成 30 年 9 月期）」の概要 

（注）相双五城信用組合、いわき信用組合及び那須信用組合は全国信用協同組合連合会 

からの信託受益権の買取りにより、宮古信用金庫、気仙沼信用金庫、石巻信用金庫 

及びあぶくま信用金庫は信金中央金庫からの信託受益権の買取りにより、きらやか 

銀行は、じもとホールディングス（持株会社）が発行する優先株式の引受けにより、 

それぞれ資本参加。 

金融機関名 
資本参加 

時 期 金 額 

震災特例（平成 23 年 7 月施行）に基づき資本参加を行った金融機関 

仙台銀行 
２３年 ９月３０日 

３００億円 

筑波銀行 ３５０億円 

相双五城信用組合 
２４年 １月１８日 

１６０億円 

いわき信用組合 ２００億円 

宮古信用金庫 

２４年 ２月２０日 

１００億円 

気仙沼信用金庫 １５０億円 

石巻信用金庫 １８０億円 

あぶくま信用金庫 ２００億円 

那須信用組合 ２４年 ３月３０日 ７０億円 

東北銀行 ２４年 ９月２８日 １００億円 

きらやか銀行 ２４年１２月２８日 ３００億円 
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